
　我が国の EPA 締結国との貿易額は 2 割弱である
が、現在交渉中の対象国を含めれば 8 割を超える。今
後、既存の EPA については、即時に関税が撤廃され
なかった品目についても段階的な関税低減が進み 24、
一方で現在交渉中の EPA/FTA が締結されれば、
EPA/FTA による潜在的な関税節減メリットは増大
していくと考えられる。このことを念頭におき、より
幅広いユーザーが EPA/FTA を円滑に利用できるよ
う、現在の利用状況を分析し、利用促進のための情報
提供の在り方について考察する。
　EPA の経済上のメリットとして、1）WTO より進ん
だ貿易の自由化や、WTO では扱われない分野での
ルール作り、2）貿易の投資、自由化を進め、日本企
業が海外に進出するための環境を整備し、両国の経済
を活性化すること、3）資源、エネルギー、食料等の
安定的輸入の確保や輸入先の多角化が挙げられる。そ
れでは我が国企業が実際に認識している EPA/FTA
のメリットはどのようなものか。アンケート調査によ
れば、EPA/FTA のメリットを認識しているとする回
答数のうち、相手国の関税撤廃による輸出競争力の強

化が最も多く、続いて日本の関税撤廃による調達コス
トの低減が多かった。また外資規制の緩和や事業環境
の整備、日系企業の事業拡大による売上げ増といった、
関税減免と異なり数値的に把握が難しいメリットも認
識されていることは注目に値する（第Ⅲ-1-4-1 図）。
　このように我が国企業に最大のメリットと認識され
ている EPA の優遇税率について、利用はどの程度広
がっているかを確認する。2002 年にシンガポールと
の EPA が発効して以来、EPA の優遇税率を利用する
ために必要な原産地証明書発給件数は、EPA 締結国
数が増えるに従って増加している（第Ⅲ-1-4-2 表、
第Ⅲ-1-4-3 図）。発給件数で上位を占めるのは、タイ
（2013 年度約 6 万 6 千件）インドネシア（2013 年度
約 4 万 1 千件）、インド（2013 年度約 2 万 6 千件）で
あり、おおむね我が国からの輸出額が多い国となって
いる。（第Ⅲ-1-4-4 図）。
　JETRO によるジェトロ・メンバーズを対象とした
アンケート調査においても、輸出又は輸入に際して
EPA の優遇税率を利用していると回答する企業の割
合は年々増加している（第Ⅲ-1-4-5 図）。

EPA/FTAの利用状況と利用促進のための情報提
供について

第４節

相手国 発効年月 履行期間終了時の
関税撤廃品目割合（相手国）

シンガポール 2002 年 11 月 100%（貿易額ベース）

メキシコ 2005 年 4 月 94.1%

マレーシア 2006 年 7 月 98.9%

チリ 2007 年 9 月 94.3%

タイ 2007 年 11 月 97.3%

インドネシア 2008 年 7 月 92.9%

ブルネイ 2008 年 7 月 99.4%

フィリピン 2008 年 12 月 98.6%

スイス 2009 年 9 月 83.2%

ベトナム 2009 年 10 月 91.6%

インド 2011 年 8 月 86.6%

ペルー 2012 年 3 月 97.9%

資料：�WTO World Tariff Profiles 2013 から作成。シンガポールについては
同資料に掲載がないため、貿易額ベースの数字。なお、日 ASEAN 
EPA の相手国側の自由化率（貿易額ベース、2005 年又は 2006 年の
貿易額を基準）は約 91%である。（経済産業省、「不公正貿易報告書」
2014 年版 p.476）

第Ⅲ-1-4-2 表
我が国の二国間 EPA 締結国、履行期間終了時の関税撤
廃品目割合（品目ベース）

第Ⅲ-1-4-1 図
我が国企業が認識している EPA/FTA のメリット（複数
回答）

資料：�帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外展開
の実態と国内事業に与える影響に関するアンケート」（2014 年）か
ら作成

0 5 10 15 20 25 30

外資規制の緩和

相手国の関税撤廃による
輸出競争力の強化

 進出先の事業環境の改善
（外資規制の緩和を除く）

日系企業の事業拡大によ
る売り上げ増

日本の関税撤廃による調
達コストの低減

（複数回答、n=2,080）

(%)

24	 一例として、日本・フィリピン EPA に基づいて、従来日本からの輸出の際に 10％から 30％の税率で課されていた 18 品目の自動車部品の
関税等が撤廃された。（Executive Order 147,  Office of the President of the Philippines,  2014/2/13）
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　EPA の利用状況を企業単位で包括的に把握する統
計はないものの、これらのデータを総合的に考えれば、
我が国において EPA/FTA のメリットを受ける企業
の層は拡大していると言えよう。
　続いて、規模別・業種別の利用状況について見てい
く。特定原産地証明書取得のための登録事業所数は
年々増加しており、中小企業の割合も上昇している（第
Ⅲ-1-4-6 図、第Ⅲ-1-4-7 図）。中小企業の事業所の方
が大企業のそれよりも多いことを考えれば、大企業に
比べて中小企業の事業所単位でみた利用率は低いとい
える。これは一般に大企業の方が中小企業に比べ貿易
量が多いことに加え、中小企業の方が、EPA/FTA
に基づく優遇税率の適用を受けるための事務的負担と
関税節減のメリットをより厳しく判断すること等の理

由が考えられる。なお、原産地証明書申請のための書
類作成状況については、中小企業のうちの業種間及び
中規模企業と小規模企業の間において、自社で作成す
るか取引先が作成したもののみ利用しているかについ
て大きな差はなかった。（第Ⅲ-1-4-8 図）品目別の発
給件数を見ると、輸出先国により違いはあるものの、
おおむね我が国の主要輸出品目である鉄鋼、機械、電
気、自動車・同部品等において件数が多い。（第Ⅲ-1-
4-9 図、第Ⅲ-1-4-10 図、第Ⅲ-1-4-11 図、第Ⅲ-1-4-
12 図）

第Ⅲ-1-4-3 図　EPA 発効国への輸出額推移

資料：�財務省「貿易統計」から作成。各 EPA の発効年又はその翌年を基準
に相手国への輸出額を追加。
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第Ⅲ-1-4-5 図　EPA/FTA を利用している企業の割合

備考：�（　）は、対象国・地域（メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、イン
ドネシア、フィリピン、その他 ASEAN、スイス、ベトナム、インド、
ペルー。ただしインドは 2011 年度以降、ペルーは 2012 年度以降）
のいずれか一つ以上とそれぞれ輸出又は輸入を行っている企業数。
対象は比較の可能なジェトロ・メンバーズ企業かつ製造業および商
社・卸売・小売り業種のみ。シンガポール、ブルネイとも二国間
EPA があるが、「その他 ASEAN」に含める。

資料：�JETRO『2013 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査』
から作成。
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第Ⅲ-1-4-6 図
原産地証明書取得のための登録事業所数（地域別）

資料：大阪商工会議所より提供
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第Ⅲ-1-4-7 図
原産地証明書取得のための登録事業所数（中小企業の
み）及び中小企業比率

資料：大阪商工会議所より提供

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

70

60

50

40

30

80

2007 201220092008 2010 2011 2013

20

10

（年度）

（％）

関東
中小企業比率（全体）

北海道 東北 北信越 東海 近畿
中国 四国 九州

第Ⅲ-1-4-8 図
中小企業の原産地証明書申請のための書類作成状況

資料：�損保ジャパン日本興亜マネジメント株式会社「中小企業の海外展開
の実態把握にかかるアンケート調査」から作成。
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第Ⅲ-1-4-9図　品目別の原産地証明書発給件数（全協定）

資料：�大阪商工会議所より提供。なお、2005 年 4 月 1日～2013 年 11 月 8
日までにつき集計。
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　第Ⅲ-1-4-13 図は、EPA/FTA 優遇税率利用までの
プロセス（以下「フローチャート」という。）の概略
である。ここに示されるよう、自社の輸出先国と我が
国 の 間 に EPA/FTA が 締 結 さ れ て い る だ け で は
EPA/FTA は利用可能ではなく、輸出品目が EPA/
FTA 優遇税率の対象であり、原産地規則を満たす場
合にのみ利用可能となる。さらに、利用には一定のコ
ストがかかるため、企業は利用のためのコストとメ
リットを勘案の上で利用することになる。
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第Ⅲ-1-4-10 図
品目別の原産地証明書発給件数（日マレーシア EPA）

資料：�大阪商工会議所より提供。なお、2005 年 4 月 1日～2013 年 11 月 8
日までにつき集計。

第Ⅲ-1-4-11 図
品目別の原産地証明書発給件数（日タイ EPA）

資料：�大阪商工会議所より提供。なお、2005 年 4 月 1日～2013 年 11 月 8
日までにつき集計。
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第Ⅲ-1-4-12 図
品目別の原産地証明書発給件数（日インドネシア EPA）

資料：�大阪商工会議所より提供。なお、2005 年 4 月 1日～2013 年 11 月 8
日までにつき集計。
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第Ⅲ-1-4-13 図
EPA/FTA 優遇税率利用までのプロセス概略（フロー
チャート）

資料：『2012 年版 JETRO 貿易投資報告』、各種 EPA セミナー資料から作成

①取引国間に EPA/FTA が発効しているか確認
発効している

FTA 優遇税率の方が低い

満たす

メリットあり
⑤特定原産地証明書の発給を申請

書類受理

②取引する品目がどの関税品目（HS コード）に
該当するかを確認し、取引品目が EPA/FTA 優遇
税率の対象か、現状の関税率よりも低いか確認

③当該 EPA/FTA における原産地規則を満たす
（原産資格を有する）か確認

④EPA/FTA を利用するメリットがあるか、節減でき
る関税額やそのための手続きコスト等から判断

⑥輸入者に原産地証明書など必要書類を送付。輸
入者が輸入税関に書類を提出
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　これまで、EPA/FTA の利用率が高くない理由と
して、フローチャート④のコストメリットの判断が着
目されてきた。実際に、JETRO が実施したアンケー
トにおいても、EPA/FTA 利用上の問題点として、
原産地証明の取得に関する手間や事務的負担が指摘さ
れている（第Ⅲ-1-4-14 図）。また、2008 年の JETRO
のアンケート調査では「FTA 利用に及ぶ関税差」と
いう質問に対し、差が 5～7％にのぼると全体の約 3
分の 2 が利用に及ぶという結果がでている（2012 年
『JETRO 貿易投資報告』64 頁）。つまり、企業の規
模や輸出品目の特性等による違いはあると考えられる
が、関税節減メリットが 5％以上あることが一つの目
安と認識されている。なお、厳しい原産地規則が
EPA/FTA の利用を阻害するとの指摘は、他国にお
いてもなされている 25。

　一方で、EPA/FTA に関する情報を十分に知らな
いことや情報を入手するのに手間がかかることによ
り、潜在的なユーザーが利用していないという可能性
も指摘できる。アンケート調査によれば、大企業と中
小企業、製造業と非製造業を問わず、現在の情報提供
の在り方で十分という意見も 3 割弱あるものの、どの
ようなホームページで情報提供がなされているかわか

らないと回答している（第Ⅲ-1-4-15 図）。
　さらに、EPA/FTA の利用を検討するために必要
な情報としては、EPA/FTA の締結国と対象品目、
関税節減額といった先のフローチャートの①段階及び
②段階の情報が多くを占めた（第Ⅲ-1-4-16 図）。中
小企業庁実施のアンケートにおいても同様の結果と

第Ⅲ-1-4-14 図　EPA/FTA 利用上の問題点（複数回答）

資料：�JETRO『2013 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査』
から作成。
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（複数回答、n＝495）

第Ⅲ-1-4-15 図
EPA/FTA の情報提供についての意見（複数回答）

資料：�帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外展開
の実態と国内事業に与える影響に関するアンケート」（2014 年）か
ら作成。
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中小企業（n＝1,811） 大企業（n＝249）
非製造業（n＝1,332） 製造業（n＝728）

第Ⅲ-1-4-16 図
EPA/FTA の利用検討に必要な情報（複数回答）

資料：�帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外展開
の実態と国内事業に与える影響に関するアンケート」（2014 年）か
ら作成。
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（複数回答、n=1,982）

25	 Intaravitak, Mudkum and Panpheng, “Rules of Origin and Utilization of Free Trade Agreements: An Econometric Analysis”, TDRI 
Quarterly Review, Vol. 26, No. 3.
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なっている（第Ⅲ-1-4-17 図）。このことは、実際に
EPA/FTA の利用のメリットを勘案するに至ってい
ない潜在的利用者が一定程度存在することを示唆す
る。その他必要と挙げられた情報には、実際の他社の
利用事例という回答も 1 割程度あった（第Ⅲ-1-4-16
図）。日本政府の関係省庁や JETRO、商工会議所等

のホームページで情報提供がなされ、一定程度参照さ
れていることから（第Ⅲ-1-4-18 図）、今後さらなる
閲覧促進の取組が期待されるとともに、諸外国で行わ
れているような、成功事例などより具体的なメリット
を認識できるような情報を提供することも効果的と考
えられる（第Ⅲ-1-4-19 表）。

第Ⅲ-1-4-19 表　諸外国で行われている EPA/FTA 利用促進のための情報提供

シンガポール 韓国 米国

成功事例体験談紹介 シンガポール国際企業庁HP
「Success Stories」

企画財政部
FTA を積極的に利用して海外市場
を切り開いていく企業の成功事例
をドキュメンタリー化

商務省HP
「Industry Opportunity Reports」

利用検討／活用手順マニュアル
シンガポール国際企業庁HP
「Step-by-step guide to use Sin-
gapore’s FTAs」

産業通商資源部
「FTA1380 Call Center」 商務省 HP

HS コード、FTA 特恵税率検索シ
ステム

シンガポール国際企業庁HP
「FTA Tariff Calculator」

産業通商資源部 HP
「FTA 강국 KOREA」

商務省HP
「Schedule B Search Engine」
「Tariff Search」

原産地規則検索システム シンガポール国際企業庁HP
「FTA Tariff Calculator」

産業通商資源部 HP
「FTA 강국 KOREA」

商務省HP
「Tariff Search」

資料：久野新（2014）、「FTA の利用促進に資する情報提供のあり方：諸外国の事例から」を参考に経済産業省作成。

第Ⅲ-1-4-17 図
EPA/FTA の利用検討に必要な情報（中小企業のみ、複
数回答）

資料：�損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント株式会社「中小企業の海
外展開の実態把握にかかるアンケート調査」から作成。
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原産地証明書の作成の方法

その他

小規模事業者 中規模企業 非製造業 製造業

EPA・FTA を締結している国・地域

第Ⅲ-1-4-18 図
EPA/FTA利用のために参照したホームページ（複数回答）

資料：�帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外展開
の実態と国内事業に与える影響に関するアンケート」（2014 年）か
ら作成。

0 30 70
（％）

605010 4020

JETRO（FTA 全般、利用方法など）

業界団体

JETRO のホームページ経由で利用可
能な FEDEX 社 World Tariff のデータ
ベース

商工会議所（原産地証明書の作成方
法・手続きなど）

外務省（FTA の交渉状況、締結国な
ど）

相手国政府（輸入関税率、締結相手
国など）

中小企業（n＝142） 大企業（n＝34）
非製造業（n＝84） 製造業（n＝92）

税関（関税率など）
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　次に、EPA/FTA の利用促進のためには、既に利
用している企業の利用開始のきっかけやどのような部
署が担当しているか等を把握することが参考になると
考えられるため、EPA/FTA を利用している企業の
実態を確認する。利用開始のきっかけについて、規模
別、業種別の違いがあるかを見ていくと、大企業や製
造業は、中小企業や非製造業に比べ、JETRO や商工
会議所等のセミナーやアドバイスの割合が高いと言え
る。輸出先の要請（日系、外国企業）や社内からの提
案については、業種別、規模別に見て大きな差は見ら
れない（第Ⅲ-1-4-20 図）。
　続いて、EPA/FTA を担当する部署について見て
いく。利用に関する検討・提案を行う部署は、規模・

業種別を問わず自社の割合が高く、続いて現地法人と
なった。規模別の特徴としては、大企業の方が中小企
業に比べ、統括部門よりも、自社（事業部）や現地法
人（生産・調達拠点）において提案を行っている割合
が高いことが指摘できる（第Ⅲ-1-4-21 図）。
　原産地証明書取得のための書類を作成している部署
については、情報の入手しやすさを反映しておおむね
自社の事業部や現地法人（生産・調達拠点）の割合が
高かった（第Ⅲ-1-4-22 図）。
　最後に、EPA/FTA を積極的に活用している企業
について、EPA/FTA を利用し始めたきっかけや、
円滑に利用するための工夫、及び業界団体による業種
特性を踏まえた情報提供の取組を紹介する。

第Ⅲ-1-4-20 図
EPA/FTA 特恵税率利用開始のきっかけ（複数回答）

資料：�帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外展開
の実態と国内事業に与える影響に関するアンケート」（2014 年）か
ら作成。
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地方銀行・信用金庫などの金融機関
からの提案

マスコミ報道、業界紙、FTA 関連の
書籍

公的機関（JETRO（日本貿易振興機構）
や商工会議所等）の FTA セミナーやア
ドバイス等で関税メリットを知った

中小企業（n＝151） 大企業（n＝35）
非製造業（n＝90） 製造業（n＝96）

第Ⅲ-1-4-21 図
EPA/FTA の利用検討を行っている部署（複数回答）

資料：�帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外展開
の実態と国内事業に与える影響に関するアンケート」（2014 年）か
ら作成。
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非製造業（n＝91） 製造業（n＝101）
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1．三ツ星ベルト株式会社
　三ツ星ベルト株式会社は伝動ベルト及び関連機器
（自動車向け、OA 機器向け等）や搬送ベルト及びシ
ステムの製造及び販売等を主力事業とし、アジアを中
心に 12 の海外拠点を有する、資本金 81 億 5,025 万円、
従業員数 710 人（グループ連結 4,400 人）の企業である。

① �EPA/FTA を利用し始めたきっかけ、利用している
EPA/FTA

　三ツ星ベルトは約 5 年前に生産・販売を行っている
タイの現地法人から EPA の特恵関税を活用して日本
から製品（ベルト等）を輸入したいとの依頼があり、
日タイ EPA を活用したことが、EPA/FTA の特恵税
率を利用し始めたきっかけである。その後インドネシ
ア、シンガポール、ベトナムと日本との間の EPA を
現地法人の生産拠点向けに日本から原材料や製品（ベ
ルト等）を輸出する際に活用するようになった。さら
には、ASEAN 間での FTA（例：タイからシンガポー
ルやベトナムへの製品輸出時）や ACFTA（例：中国

からインドネシアへの製品輸出時）といった第三国間
FTA も活用している。

② �利用に際しての苦労や解決方法、利用に伴うメリッ
ト

　三ツ星ベルトにおいては、現在 2 名の社員が HS
コードの管理や原産地証明書の取得のための書類作
成、書類保存等 EPA/FTA を利用するに当たって必
要な事務手続に従事している 26。EPA/FTA を利用し
始めた当初は、原産品判定を受けるに当たり作る書類
が多い事、HS コードを調べて製品がどの原産地基準
に該当するのか調べる事等が特に苦労する点であっ
た。また輸出製品がどの HS コードに該当するのかに
ついて輸出国税関と輸入国税関との間で判断の違いが
あったため、数か月後に原産品判定をし直すなどのト
ラブルも発生した。現在は、事務手続を行う社員に様々
なノウハウが蓄積され、また技術担当の部署や輸入サ
イドの現地法人と密に相談を行いながら事務作業を進
める等の対策をすることにより、事務的な負担はある
程度減少している。しかしそのノウハウが個人に蓄積
されており、社内の後任者に引継ぎや共有をすること
が困難であることが課題とされている。
　EPA/FTA の特恵関税を利用することによる三ツ
星ベルトへのメリットとしては、輸入者からのコスト
ダウンの要請に応えることができ他社との価格競争に
有利である点や利益率プラスに作用している点があげ
られる。

第Ⅲ-1-4-22 図
原産地証明書取得のための書類を作成している部署（複
数回答）

資料：�帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外展開
の実態と国内事業に与える影響に関するアンケート」（2014 年）か
ら作成。
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第Ⅲ-1-4-23 図　製品の写真

資料：三ツ星ベルトより提供。

26	 日本と各国間の EPA について。第 3 国間については現地法人のスタッフが対応。
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2．株式会社ダイフク
　株式会社ダイフクは一般生産・流通向け、半導体・
液晶生産ライン向け、自動車生産ライン向け、エアポー
ト向けの搬送・保管・仕分システムの製造・販売を主
力事業とし、グループとしてアジアを中心に 20 か国
に海外拠点・現地法人を有する、資本金 80 億 2,400
万円、従業員数 2,284 人（グループ連結 7,376 人、
2014 年 4 月 1 日現在）の企業である。

① �EPA/FTA を利用し始めたきっかけ、利用している
EPA/FTA

　ダイフクの EPA/FTA 利用は、2010 年に、マレー
シアの現地法人からの提案により、日本からの製品の
輸出に日マレーシア EPA を利用したのが始まりであ
る。その結果、グループの利益に還元することができ
たため、現地法人があり日本と EPA を締結している
他の国との間でも活用しようとしたものの、申請手続
における社内作業の増加の懸念等があり、なかなか拡
大できなかった。
　しかし、現地顧客（主に日系企業）からの EPA 利
用の要望がきっかけとなって、現在ではマレーシアの
ほかにタイ、インドネシアと日本との間の EPA を活
用している。さらに、現在は ACFTA を日本、中国、
ASEAN 各国との 3 国間貿易で活用している。例えば、
日本本社とマレーシアの顧客の間で売買契約が成立
し、製品の一部を中国の現地法人で製作してマレーシ
アの顧客に直送する場合、中国からの直送出荷品に関
して ACFTA で認められているリインボイスを活用
している（第Ⅲ-1-4-24 図）。

② �利用に際しての苦労・問題点や解決方法、利用に
伴うメリット

　ダイフクにおいては、EPA/FTA の利用に当たり
原産資格割合の試算は各事業部門が行い、原産地証明
書の取得のための書類の作成、書類保存等の各種手続
は、国際業務部がとりまとめている。
　利用に際して発生した問題点は、まず製品が基本的
にオーダーメードであり製品ごとに部品が異なるた
め、各製品について原産品判定申請が必要であること。
さらに製品を構成する部品数が多いため、原産資格割
合の試算に労力がかかることが言える。この問題点を
解決するために、全ての購入部品を基本的に非原産と
し、その部分の原産率試算業務をなくすことで短時間
で原産資格を立証している。
　また、製品全体（システム）として出荷すれば原産
地基準をクリアし関税がかからないにもかかわらず、
製品のサイズ等の事情により、部分ごとにパーシャル
に出荷せざるを得ない。それに伴い HS コードが変化
し、原産地基準をクリアできず関税がかかるように
なってしまうという点があげられる。これに対しては
取引先企業や現地法人等と協力して、輸出先国の税関
と事前調整等を行っている。EPA/FTA を利用する
最大メリットは、顧客の価格ニーズに対応することを
可能とした点であると考えられる。

3．ダイヤモンド電機株式会社
　ダイヤモンド電機株式会社は自動車機器（点火機器、
電装機器）及び電子機器の製造及び販売等を主力事業
とし、アジアを中心に 10 の海外拠点を有する、資本
金 21 億 9,000 万円、従業員数（2013 年 3 月末時点）
936 人（グループ連結 2,164 人）の企業である。

① �EPA/FTA を利用し始めたきっかけ、利用している
EPA/FTA

　ダイヤモンド電機が最初に EPA/FTA を利用した
のは、2012 年にインドの現地製造子会社からの要請
に伴い、原材料（樹脂）を日本からインドへ輸出する
際に日インド EPA を利用したケースである。その後、
第三国間 EPA/FTA を含め多くの EPA/FTA を活用
している。タイの現地子会社立ち上げ時に EPA/
FTA 利用拡大の要請が現地子会社側よりあり、
ASEAN インド FTA（イグニッションコイルのインド
からタイへの輸出時）、日タイ EPA（コントローラー
等の日本からタイへの輸出時）、韓国 ASEAN FTA（イ

第Ⅲ-1-4-24 図　3国間貿易での ACFTA の活用

資料：ダイフクより提供。

マレーシア客先

株式会社ダイフク
（日本）

売買契約中国現地法人

中国現地法人
製作分出荷

再発注
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グニッションコイル部材の韓国からタイへの輸出時）
を活用するようになり、また、インドネシアの現地子
会社立ち上げ時にも同様の要請が現地子会社側よりあ
り、日インドネシア EPA、ASEAN 間での FTA、
ASEAN インド FTA（イグニッションコイルのタイ・
インドからインドネシアへの輸出時等）を活用するよ
うになった。

② �利用に際しての苦労・問題点や解決方法、利用に
伴うメリット

　ダイヤモンド電機においては、EPA/FTA 活用に
際して、HS コードの管理及び原産地認定基準の対応
を 2 名、システム登録や原産地証明書の取得を 2 名で
それぞれ他の業務と並行している。第 3 国間の EPA/
FTA 利用に際しての同様の事務手続は、基本的には
適切な HS コードを適用しているか等を本社がしっか
りとチェックをしつつ、現地法人が行っている。同社
にとっての EPA/FTA 利用に際しての苦労・問題点
は主に 4 つあげられる。1 点目は製品がどの HS コー
ドに該当するのか輸出国・輸入国税関との間で確定さ
せるのに労力がかかる点である。時に輸出国税関と輸
入国税関との間で製品がどの HS コードに該当するの
かの判断が異なり、トラブルが発生することもある。
これを解決するために各国税関への事前教示、HS
コードの照会、社内 OJT でノウハウを蓄積するなど
している。2 点目は現地通関業者を説得するために製
品の HS コードを海外子会社にあらかじめしっかりと
説明しておく必要がある点である。これをスムーズに
行うために、海外子会社に対して、事前教示リストを
提示し、また関税率表の解説や技術者説明書の共有等
を行っている。3 点目はあらゆる EPA/FTA を効率
よく活用するためには自社で製作している製品はどの
HS コードに該当し、関税率は各国間でどれくらいに
なっているのか逐一チェックしておく必要がある点で
ある。そのために、国別・部品別に関税率がどうなっ
ているのかデータベースを作成している。4 点目は購
入部材を利用し製品を輸出する際に付加価値基準を
しっかりとクリアさせるようにする点である。構成部
材データ（部品明細リスト）やその他費用（加工賃、
物流費等）を事前に入手し試算を行うことにより、基
準をクリアできず特恵関税を活用できないということ
にならないよう対策をうっている。
　このように現在様々な問題点に対し解決策を打ち出
し EPA/FTA を活用することにより、収益の改善や、

顧客の獲得に成功している。

4．パナソニック株式会社
　パナソニック株式会社は、電子部品、民生用家電、
車載用機器、住宅設備など幅広い電子電気機器を製造・
販売する総合エレクトロニクスメーカーである。多く
の海外拠点を有し、資本金 2,587 億円、従業員数はグ
ループ連結で約 27 万人である。

① �EPA/FTA を利用し始めたきっかけ、利用している
EPA/FTA

　パナソニックの事業部門では、EPA/FTA を積極
的に活用している。ASEAN における FTA や北米に
おける NAFTA 等の地域自由貿易協定の利用経験が
あり、2000 年代後半以降、日本が ASEAN 諸国や中
南米と EPA/FTA を締結するようになってからは、
それら二国間 EPA も活用している。最近では、中国
や ASEAN 拠点から東アジア域内や域外への輸出の
際にも FTA を利用するなど活用は多岐に及んでいる。

② �利用に際しての苦労・問題点や解決方法、利用に
伴うメリット

　パナソニックは、新規に EPA/FTA を活用しよう
とする事業部門に対しては、本社関連部門が支援を
行っており、渉外部門において、EPA/FTA に関す
る情報提供を行っているほか、EPA/FTA 利用のた
めの問い合わせ窓口を設けている。輸出品目が多様で
あることから、本社関連部門、事業部門及びその海外
拠点との間で情報共有を図るために、社内のイントラ
ネットの整備やメールによる情報提供などに力を入れ
ている。

番号 輸出 輸入 開始時期
１ 日本 インド 2012／１

２ インド タイ 2012／６

３ 日本 タイ 2012／８

４ 日本 タイ － ”－

５ 日本 インド 2012／10

６ 日本 タイ 2013／４

７ 韓国 タイ 2013／８

８ 日本 インドネシア 2013／11

９ タイ インドネシア 2013／12

10 インド インドネシア 2013／12

資料：ダイヤモンド電機より提供。

第Ⅲ-1-4-25 表
ダイヤモンド電機の活用している EPA/FTA 一覧
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5．日本鉄鋼連盟
　業界団体の中には、会員企業向けに充実した情報提
供を行っている団体もある。例えば、一般社団法人日
本鉄鋼連盟の会員専用ホームページでは、EPA を利
用した輸出手続を行う際に必要となる情報（原産地規
則や適用される EPA 税率等の確認、現行の MFN 税
率と EPA 税率の比較）及び、原産地規則とはどのよ
うなルールなのか、簡潔に解説する資料等を掲載して
いる。
　具体例を挙げれば、上記ホームページの画面上で日
本の「輸出相手国」を選択すると、当該国との EPA（例
えばタイの場合は日・タイ EPA と AJCEP）におい
て決定している EPA 税率の譲許スケジュール表が確
認できる。また、原産地規則についても、EPA ごと
に一覧表の閲覧が可能となっている。さらに、第三国
間の FTA についても、ATIGA（ASEAN 物品貿易協
定）、AKFTA、ACFTA 等の協定別に、協定文本体
やその他関連情報等へのリンクが掲載されている。

　本節では、我が国企業によるEPA/FTA利用促進
という観点から、利用状況等を分析した。アンケート
調査からは、既存の政府や関係機関による情報提供は、
一定程度参照されてはいるものの、さらなる認知向上
の余地があること、EPA/FTAをまだ利用していな
い企業にとっては、具体的な他社の利用事例などが検
討開始のきっかけになる可能性が示唆された。また、
EPA/FTAを積極的に活用している企業事例は、様々
な情報を利用し、それぞれの会社に合う方法でEPA/
FTA利用のために必要となるノウハウを、属人的な
ノウハウにとどめず、形式知化する努力を行っている
ことを明らかにしている。今後、EPA/FTAに関し
て提供されている情報（ホームページなど）の認知が
進むことや、より多様な情報が提供されることにより
EPA/FTAの利用のためのコストが低減し、EPA/
FTAの利用促進につながることが期待される。

　社内からの問い合わせ状況から、EPA/FTA 活用
時の問題点としては、① EPA/FTA 関税率や FTA
原産地規則を調べるのに手間と時間がかかること、②
輸入国と輸出国で HS コードが異なり EPA/FTA 活
用が困難な場合があること、③受発注が第 3 国を経由
するビジネスで、EPA/FTA の活用が困難な場合が

あること、などが認識されている。（第Ⅲ-1-4-26 表）
このような問題はすぐには解決が困難だが、EPA/
FTA を活用するためのコストとメリットを検討しな
がら、メリットがより大きいと判断される場合には即
座に活用できる体制を整えておくことを基本的方針と
している。

AJCEP 日マレーシア EPA 日チリ EPA 日メキシコ EPA 日インド EPA

カラーテレビ 40%付加価値基準
40%付加価値基準又
は 6桁レベルでのHS
コード変更

40%付加価値基準又
は 4桁レベルでのHS
コード変更

4桁レベルでのHSコー
ド変更

35%付加価値基準か
つ 6桁レベルでのHS
コード変更

リチウムイオン電池
40%付加価値基準又
は 4桁レベルでのHS
コード変更

40%付加価値基準又
は 6桁レベルでのHS
コード変更

6桁レベルでのHS
コード変更

50%付加価値基準かつ
6桁レベルでのHSコー
ド変更又は 4桁レベル
でのHSコード変更

35%付加価値基準か
つ 6桁レベルでのHS
コード変更

資料 : 経済産業省作成。

ASEAN ACFTA ASEAN インド FTA

電子レンジ 40%付加価値基準又は 4桁レベルで
のHSコード変更 40%付加価値基準 35%付加価値基準かつ 6桁レベルで

のHSコード変更

第Ⅲ-1-4-26 表　EPA/FTA ごとに異なる原産地規則の例
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　我が国企業の海外進出の進展等、企業の国際的活動の深化に伴い、進出先における現地法人を始めと
する日本企業が抱える国際ビジネス展開上の様々な問題点（諸外国における産業インフラの整備、行政
上の手続・決定並びに司法上の決定における透明性の向上、行政手続の簡素化・円滑化、治安の向上、
知的財産権の保護等）も多様化している。こうした中、企業の抱える相手国政府のビジネス環境に関す
る課題について、適切に相手国政府関係者に改善を求めていくことが重要である。こうしたビジネス環
境の整備に関する課題について包括的に話し合う場として、従来は特定の協議体が設定されているケー
スは少なく、課題ごとに企業又は業界団体等が個別に相手国政府と協議するか、又は政府間での様々な
協議の場において取り上げるといった対応が取られていた。政府間では、従来から二国間で定期的・非
定期的に開催される各種の経済関係協議（規制改革対話、両国関係省庁間の定期協議等）や、また随時
機会を捉えて協議を行っていたが、特に既存のフォーラムが十分に整備されていない国との間において
は、二国間の貿易・投資環境を中心とした相手国におけるビジネス環境を向上させるために政府関係者
等と緊密な協議を行う場の設置が望まれていた。また個別の紛争を解決するために常時利用可能な場と
しては、WTO その他において法的に解決する手続が発展してきたが、協定整合性が問題となっている
案件以外を対象とできないという限界があった。
　このような考慮から、両国政府・企業が共に参加し、相手国の貿易・投資関連制度やその実施状況を
集中して議論できる機会を設けるため、我が国のほとんどの EPA においては、「ビジネス環境の整備」
章を設置し、相手国のビジネス環境の整備・改善に向けた議論の場である「ビジネス環境の整備に関す
る委員会」の設置等について規定している。本委員会の機能は、詳細な規定ぶりは各 EPA により異な
るが、おおむね 1）ビジネス環境の向上に関連する議論を行う、2）各国に対し委員会の所見を報告し、
勧告を行う、3）適切な場合には、勧告に対する各国における実施のレビューを行う、4）適切な場合に
は、勧告を公開する、5）勧告、並びにビジネス環境整備規定の実施及び運用に関するその他の所見を
協定の下の合同委員会へ報告するといったものである。
　本委員会は双方の官民から参加可能であり、本委員会を通じて、我が国企業にとっては、各社が抱え
る問題、1 社では提起しにくい問題、業界全体若しくは進出企業全体の問題などを含めて、とりまとめ
て各国政府が提起することが可能である。
　2013 年度は、日メキシコ EPA、日タイ EPA 下の枠組みで本委員会は開催されたが、今後毎年のよ
うに更に多くの EPA の下の枠組みでの開催が行われることがより良いビジネス環境整備に寄与すると
考えられる。
　以下、2013 年度に開催実績のある日メキシコ EPA、日タイ EPA 下の枠組みでの本委員会について
紹介していく。

（1）日メキシコ EPA
① ビジネス環境整備メカニズム創設の意義
　日メキシコ EPA は全ての分野をカバーする日本にとっての初の本格的 EPA である。その中で、貿易・
投資活動における諸問題について両国の官民代表者の参加の下で検討し、双方で解決策を見いだす場で
あるビジネス環境整備委員会が初めて設置された。こうしたビジネス環境整備メカニズムは日本の
EPA 独特の要素であり、他の FTA にはほとんど類を見ない。特に、民側代表者が参加し、提起する
問題点の選択や相手国政府代表者へのプレゼンなど基本的に民間側のイニシアティブで進められること
が大きな特徴の一つとなっている。すなわち、民間企業が直接メリットを享受できる仕組みを提供して

ビジネス環境の整備に関する委員会
コラム

13
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いる。
　メキシコとの関係では、ビジネス環境委員会設立前は日本企業が抱える貿易・投資上の諸問題の解決
をメキシコ政府に直接訴える場は極めて限られていた。メキシコ行政府の特徴として、意思決定プロセ
スに少数の政府幹部のみが関与し、ボトムアップ型の意思決定はなされないのが通例である。このため、
関連するメキシコ政府高官に問題と要因を指摘し、その解決を直接働きかけるビジネス環境整備委員会
は極めて有効に機能した。メキシコ政府自身も基本的にプロ・ビジネスであり、積極的な外資誘致によ
り自動車分野を始め産業の高度化を図っていた背景から、ビジネス環境整備委員会で提起される諸問題
に真剣に向き合う姿勢を見せていたことも、メキシコとのビジネス環境整備委員会を成功事例に導いた
大きな要因となっている。さらに、ビジネス環境整備委員会への参加を通じて、日本の民間企業関係者
がメキシコ政府高官と人的ネットワークを構築し、その後のビジネス展開においてメキシコ政府とのコ
ミュニケーション改善を図るという副次的な効果ももたらした。
　メキシコとのビジネス環境整備委員会は先駆事例として日本の EPA における規範となり、日本がそ
の後締結したほとんどの EPA にビジネス環境整備メカニズム若しくはそれに準じたメカニズムが含ま
れることになった。

② 具体的な成果
　メキシコとのビジネス環境整備委員会は日メキシコ EPA が発効した直後の 2005 年 4 月に第 1 回目
の会合が開催され、その後、ほぼ毎年開催されている。直近開催は 2013 年 8 月でこれまで 7 回の開催
実績がある。開催場所は、日本企業のメキシコにおけるビジネス上の問題に対処することを主眼として、
メキシコ政府側の主要幹部の参加を得やすくするよう、すべてメキシコ・シティで開催されている。メ
キシコ側は基本的に次官クラスが首席参加者となっている。
　これまで日本側が提起した課題の分野は、治安、基準認証、知的財産、税務・通関、出入国管理、観
光など多岐にわたる。その中でもとりわけメキシコ進出日本企業からメキシコでの最も大きな課題とし
てあげられていた治安問題については、日本側の要望を受けて、公安当局による治安対策に関する日本
企業向けセミナーの開催、公安当局担当者及び連絡先情報の開示、空港での日本語での注意喚起看板の
設置などが実現した。基準認証分野では、日本側の要望を受けて、日本で登録された医療機器について
メキシコでの同等性認定制度が確立された。これを受けて、一部の日本製医療機器のメキシコ市場での
販路拡大に実際に活用されている。知的財産分野では、メキシコでの日本製品の商標権保護のため模倣
品摘発の強化を要望し、その結果、当局が個別企業の訴えなしに自発的に模造品を取り締まる制度が開
始された。税務・通関では、これまで日本側から再三要望していた企業に対する煩雑な法人税制度の改
善が図られ、税体系が簡素化された。出入国管理、観光分野では、日本側の要望を受けて、出入国管理
カード、税関申告フォームの日本語での提供が開始された。
　このように、メキシコとのビジネス環境整備委員会では、日本側の要望に基づき、主に投資活動上の
問題点に対してこれまで多くの改善策がとられ、具体的な成果をあげてきた。

（2）日タイ EPA
　日タイ経済連携協定実施取決めにおける、ビジネス環境の向上の分野における協力章（第 7 章）にて、
ビジネス環境の向上に関する小委員会の設置や、現地法人等からの要望等を受領する窓口となる連絡事
務所の指定を規定している。
　ビジネス環境の向上に関する小委員会は日本政府（外務省、経済産業省、在タイ日本大使館）、ジェ
トロ・バンコク事務所、バンコク日本人商工会議所、タイ政府（投資委員会及び日本側提案議題にかか
わる関係省庁・機関）が参加し開催されている。2008 年 9 月に第 1 回会合がバンコクにて開催され、
毎年 1 回のペースで開催されている。
　直近では、2013 年 11 月 6 日にバンコクにて第 5 回会合が開催され、多岐にわたる論点について議論

通商白書  2014 297

第４節EPA/FTA の利用状況と利用促進のための情報提供について

第
１
章

第
Ⅲ
部

CW6_A6372D314_M.indd   297 2014/07/31   9:06:47



がなされた。例えば、洪水対策について日本側から情報公開の改善等について要望したところ、ウェブ
サイトの英語版の公開について改善していきたい等の発言がタイ側からなされた。知的財産の分野につ
いては、特許等の審査遅延の解消や法令整備等に関する要望を行ったところ、タイ側から、審査遅延の
問題は審査ハイウェイ協力により改善される見込みである旨述べられ、法改正作業については進行中で
あるとの発言があった。バンコク港・レムチャバン港の整備に関する我が国側からの要望については、
タイ側より道路の混雑解消や鉄道輸送の強化に取り組んでいる旨が述べられた。その他にも、我が国側
から、外国人事業法における外資規制の緩和や、税関手続、労働政策、鉄鋼政策等に関する諸問題に関
して要望を行った。また、タイ側からは、日タイで行っている鉄鋼分野・自動車分野・繊維分野での協
力事業について、要望や提案が出された。
　「ビジネス環境の整備に関する委員会」の詳細については www.meti.go.jp/policy/trade_policy/epa/
about/business.html を参照して下さい。
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